
論文 軸方向筋の座屈とコンクリートに対する剛強な基礎の拘束効果に着

目した曲げ降伏する RC 造袖壁付き柱の平面保持解析例 
 

高松 恭*1・小松 叶宜*2・加藤 大介*3 

 

要旨：袖壁付き柱の曲げ挙動は袖壁端部周辺のコンクリートと袖壁端部筋等の軸方向筋の挙動に大きく影響

を受ける。言い換えれば，コンクリートと軸方向筋の応力度―ひずみ関係のモデル化の妥当性を検討するた

めのよい解析対象となる。本報告では昨年までに行った曲げ降伏する 2 体の袖壁付き柱の平面保持解析を行

った例を報告する。その際の着目点は，軸方向筋の座屈挙動をモデル化したことと横補強筋によるコンクリ

ートの拘束効果の他に剛強な基礎からの拘束も考慮したことである。その結果，袖壁付き柱の曲げ挙動を定

性的に評価することができ，定量的な評価に向けてモデル化に対する今後の検討課題が明確にできた。 
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1. はじめに 

文献 1)では袖壁等の二次壁付き部材にまつわる諸問題

の解決や将来に向けてのより有効な活用の必要性が報告

されている。筆者らは文献 2)3)において計 4 体の曲げ破

壊型の有開口片側袖壁付き柱の静加力実験を行い，開口

が曲げ挙動に及ぼす影響を実験的に検討してきた。 

袖壁付き柱の曲げ挙動は袖壁端部周辺のコンクリー

トと袖壁端部筋等の軸方向筋の挙動に大きく影響を受け

る。すなわち，袖壁が圧縮側になる場合は袖壁端部のコ

ンクリートの圧壊が部材の変形能を決定し，また，その

際，引張側の袖壁の軸方向筋は，正負繰り返し載荷によ

り座屈を生じる可能性が高く，その場合引っ張り応力度

も大きく低下する。特に，袖壁が片側にとりつく場合に

は，この２つの現象が正負のそれぞれの加力方向で独立

して現れる。すなわち，袖壁が圧縮を受ける場合は袖壁

のコンクリートの挙動が重要となり，逆の載荷では軸方

向筋の挙動が重要となる。言い換えれば，片側袖壁付き

柱はコンクリートと軸方向筋の応力度―ひずみ関係のモ

デル化の妥当性を検討するためのよい解析対象である。 

本報告では，文献 2)3)の 4 体の袖壁付き柱のうち開口

がその挙動に影響を及ぼさなかったと判断された 2 体を

対象にして，開口の存在を無視して行った平面保持解析

の例を報告する。ここで，平面保持解析とは断面内のひ

ずみを直線分布と仮定し，ひずみを増分させていく解析

であり，またその際の着目点は，軸方向筋の座屈挙動を

モデル化したことと横補強筋によるコンクリートの拘束

効果の他に剛強な基礎からの拘束も考慮したことである。 

 

2. 実験の概要と解析対象のモーメント曲率関係 

表―1 に対象とした 2 体の試験体の諸元を，図―1 に

配筋図を示す。2 体は使用した材料の他には袖壁厚さの

みが異なる。加力は一定軸力下の片持柱形式である。水

平力は危険断面から上部 1300mm の位置に載荷している

が，上部に付加モーメントを加えて，反曲点高さ（仮想

の水平力載荷位置）は 1500mm となっている。水平変形

は加力点(1300mm)の水平変形を代表変位としている。一

方，曲げ変形成分を抽出するために，図―1 に示したよ

うに試験体側面位置で，試験体高さ方向に 6 区間に分割

して軸方向変形を測定している。危険断面は下部基礎の

上面であるが，危険断面での曲率は区間６に配置した左

右の軸方向変形（測定長さは 100mm）により算出した。

本報告では危険断面位置でのモーメントとこの危険断面

を含む区間６での平均曲率関係を解析対象とする。 

得られたモーメントー曲率関係は 5 章で解析結果と比

較して示すが，ここでは 4.2 節の基礎からの拘束の評価

時に必要となる危険断面位置でのコンクリートの圧壊高

さ hpを推定しておく。式(1)は hp内で曲率φB が一定で，

他は剛だとした場合の Rfを求める略算式であり，本研究

では式(1)より圧壊高さを逆算する。図―2に式(1)により

推定された各載荷ステップでのコンクリートの圧壊高さ

を縦軸に横軸にはそのステップでの水平変形角をとって

示す。なお，試験体 CSWO-F-100U は，軸方向変形が測

定不可能となったステップまでしか示していない。 

Bfp Rh /                (1) 

ここで，Rfは前述の 6 区間の軸方向変形から得られた

加力点位置の曲げ変形成分，φB は危険断面位置での曲

率である。 
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図を見ると，変形が小さい領域ではばらつくが，変形

が大きい領域では一定の値に近づくこと，ただし正負加

力でその値が異なること，がわかる。図より 4.2 節の基

礎からの拘束の評価時に用いる hpは，袖壁が圧縮側にな

る正方向加力の加力終了時に着目し，試験体 CSWO-F-U

で 140mm とした。また，途中までしか示していない試

験体 CSWO-F100U は図の最後は約 180mm であるが，試

験体 CSWO-F-U の傾向をみると部材角 0.01rad から最終

サイクルまでに約 10mm 減少するので，170mm としてお

く。なお，評価された hp は区間 6 の測定長さより大き

いので，区間 6 は圧壊領域内であることを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 座屈挙動を表す軸方向筋のモデル化 

3.1 軸方向筋の応力度―ひずみ関係 

軸方向筋の応力度―ひずみ関係の履歴則は Ramberg 

Osgood４）モデルを用いる。図―3(a)にモデルの繰り返し

履歴則を示す。この関数のパラメータであるγは文献 4) 

では主筋のσ―ε用として 5~10 とあるので，これを参

考にγ=8 としている。また，ηはひずみ硬化が始まると

ころを決定する係数であるが，後述するひずみ硬化開始

ひずみ（εER）より逆算して決定した。 

本報告では，座屈後にはこの曲線を反転させて適用す

ることにした。図―3(b)にこのときの履歴則を示す。こ

の曲線は座屈開始点のひずみ（d1）と応力が 0 となる点

のひずみ（d3）を与えれば決定される。この決定法は 3.2

節で示す。図―3(c)に繰り返しの例を示したが，履歴則

に関して主要な点を以下にまとめておく。 

・座屈は圧縮側の累積軸ひずみが単調載荷時の座屈開始

ひずみに達した時に生じる。 

・座屈後の繰り返し履歴則は基本的に図―3(a)に示した

ものと同じとする。 

・除荷後に指向する反対載荷方向の目標点は過去の除荷

点とするが，圧縮側で座屈を生じている場合には，その

除荷時の応力度以下とする。 

・座屈後に応力度が 0 を下回ったらそれ以降の応力度は

0 とする。 

・座屈とは独立に単調載荷時の破断ひずみを設定し，引

張側の累積軸ひずみがその単調載荷時の破断ひずみに達

したら，それ以降の応力度は 0 とする。 

3.2 単調載荷時の座屈ひずみの評価法
5)6)

 

図―4 は筆者らが文献 5)で提案した座屈ひずみの評価

法の概念図である。文献 5)では，RC 造柱においては主

筋の座屈が単に帯筋間で生じるのではなく，複数の帯筋

区間（ここではその区間数を NBと呼ぶ）で生じることに

着目し，そのモデル化を行っている。具体的には，例え

ば 3 区間座屈（NB=3）であれば（図―4(a)），帯筋間隔 3

つ分の長さの主筋を取り出し，途中の 2 つの帯筋は降伏

したとして拘束力として考え，座屈後の曲線を定式化し

ている（図―4(b)の点 DEF…，以降座屈曲線と呼ぶ）。た

だし，実際に座屈挙動が現れるのは座屈曲線と座屈を無

視した σ―ε関係の交点（点 E）からであり，座屈を考慮

した鉄筋の σ―ε 関係は点 OABCEF…となる。この σ―ε

関係を可能な座屈区間数 NB毎に求め，その最小値が実際

の挙動となる，というものである。 

文献 5)では点 F のひずみを座屈ひずみ（εBUC(NB)）と

呼び，それを略算する式を座屈区間 NB の関数として以

下の式(2)を提案している。 

)()()( BBBHERBBUC NNN          (2) 
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CSWO-F-U CSWO-F-100U

75×500 100×500

主筋
主筋の強度

[N/mm2]
396 377

帯筋
(帯筋比[％])
帯筋の強度

[N/mm2]
309 403

縦横筋
(壁筋比[％])

D6ダブル
(0.85)

D6ダブル
(0.64)

縦横筋強度

[N/mm2]
309 403

端部筋
端部筋強度

[N/mm2]
369 382

高さ[mm]
長さ[mm]

位置
20.7 22.4コンクリート

軸力[N] 400,000

柱配筋

4-D13

□-D6@50(0.512)

袖壁配筋

1-D10

開口
150
150
中央

試験体名
柱断面[mm] 250×250

袖壁断面[mm]
内法高さ[mm] 1000

せん断スパン長さ[mm] 1500
(せん断スパン比) (2.00)

表－1 試験体諸元 2)3) 

図－1 試験体配筋図 2)3) 

(b)CSWO-F-100U3) 

図－2 コンクリート圧壊高さの推定 

(a)CSWO-F-U2) 
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ここで，α=S/φh，β=φwe/φh，γ1=σm/σy，γ2=σwye/

σy，ax=0.65 である。また，σy，εｙ，σmおよびφhは軸

方向筋の降伏応力度，降伏ひずみ，最大応力度および直

径である。さらに，S，φweおよびσwyeは軸方向筋にか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

かる横補強筋の間隔，有効な直径と有効な降伏応力度で

ある。ここで，有効な直径とは圧縮される全主筋のうち，

帯筋あるいは中子筋による拘束の有無を考慮した 1 本当

たりの直径を，有効な降伏応力度とは高強度の場合にそ

の効果を低減させたもので，以下の式で評価される。 

n

m
wwe






2

2 
  

)(20 wywywye     （単位：N/mm2） 

ここで，σwy はその横補強筋の降伏応力度，n は隅角部

以外に配される主筋の数，m はそのうち中子筋により拘

束されている主筋の数，νは中子筋による効果を意味す

る係数で，文献 6)ではν=2.2 が提案されている。 

 ところで，以上示したように座屈ひずみ（図―4(b)の

点 F）は式(2)で定式化されているが，Ramberg Osgood

モデルで与える座屈開始ひずみ（図―4(b)点 E，図―3(b)

の d1）は定式化されていない。そこで，先ず，本論文で

は座屈曲線と座屈を無視した σ―ε 関係の交点を収束計

算により求め座屈開始点とした。さらに，座屈ひずみ点

は既に得られているので，この 2 点を用いて座屈後の

Ramberg Osgood の曲線を逆算した。言い換えると，図

―4 の点 E と点 F を通る曲線を求めたことになる。図―

5(a)～(c)の一点鎖線（Ramberg Osgood 置換モデル）は，

試験体 CSWO-FU の 3 種類の軸方向筋を対象に，この方

法により評価された応力度―ひずみ関係の例である。し 
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(a)座屈挙動の概念図 

（NB=3 の例）      (b)座屈後のσ―ε関係 

図－4 座屈開始時軸ひずみと座屈ひずみの評価法 5) 
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(a)繰り返し履歴則 4)          (b)座屈後の履歴則         (c)繰り返しの例 

図－3  Ramberg Osgood モデルによるσ―ε関係 

(a)柱主筋(D13，NB=3)       (b)袖壁端部筋(D10，NB=1)      (c)袖壁縦筋(D6，NB=1) 

図－5 評価された軸方向筋のσ-ε関係（試験体 CSWO-F-U2）の例） 
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かしながら，この方法は煩雑すぎて実用的ではない。さ

らに，図―5(c)に示したようなひずみ硬化域に入るとす

ぐ座屈するような細い鉄筋では非現実的な挙動となる。

そこで，本報告では，簡略化して，以下のように Ramberg 

Osgood 関数の d1 は本来の座屈開始時ひずみではなく，

式(2)で求めた座屈ひずみεBUC(NB)）とした。さらに，d3

はεBUC(NB)）の 20 倍とした。この 20 という数字には大

きな根拠はないが，今回の解析で重要となる袖壁の端部

筋と縦筋の挙動を座屈曲線に近くなるように設定したも

のである。これを図―5に実線（提案モデル）で示した。 

)(20),( 31 BBUCBBUC NdNd    

4. 基礎からの拘束を考慮したコンクリートのモデル化 

4.1 横補強筋による拘束を受ける場合のモデル
7)

 

筆者らは文献 7)で帯筋により拘束されたコンクリート

の応力度―ひずみ関係を提案している。その要点は以下

の 3 点である。 

・帯筋による拘束応力度が水圧のように均一ではなく，

配筋詳細により減少することを表現したモデルである点 

・実験データを整理する際にコンクリートの破壊領域の

みの軸ひずみを抽出している点 

・拘束されたコンクリートは最大応力度後にある程度応

力度が低下すると，その応力度を維持した安定した挙動

が現れるため負勾配を 2 本の折れ線で表現した点 

図―6(a)は用いた拘束コンクリートのモデルであるが，

最大応力度σcp とそのときのひずみεcp および負勾配の

剛性 Eup は，有効な拘束応力度σtp を用い以下の(3)～(5)

式で表わされる。σb1 とσb2 は基礎からの拘束であるが

これは 4.2 節で示す。なお，無拘束コンクリートに対し

て基礎からの拘束を考慮する場合には式(3)～(5)を用い

ることになる。また，本論文の単位は N と mm である。 
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ここで，σc，εcおよび Euは無拘束コンクリートの最

大応力度，最大応力度時のひずみおよび最大応力度後の

負勾配であり，以下の式で評価している。 
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また，aw，S，Es，Dc，Bc，σBおよび NBUNは一組の帯

筋の断面積，間隔，ヤング係数，コアせい，コア幅，コ

ンクリート強度および断面内の帯筋による分割数（口の

字配筋なら１，田の字配筋なら 2）である。 

さらに，拘束応力度σtp の上限の応力度であるσtup は

以下の式で与えられている。 
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ここで，φw，σwyは帯筋の直径と降伏応力度である。 

次に，負勾配後の安定した応力度σup であるが，以下

の(6)式で表わされる。 
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ここで，θはひび割れ角度，μは摩擦係数であるが，

θ=45°とし，μは以下の式で評価している。 
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コンクリートの履歴則は一般的なもので，文献 8)に示
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(a)拘束コンクリートのσ-ε関係 7)  (b)剛強な基礎からの拘束      (c)評価されたσ-ε関係 

（試験体 CSWO-F-U2）の例） 

図－6 拘束コンクリートの応力度―ひずみ関係 
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したものである。今回の解析結果を評価する際にポイン

トとなるのは，繰り返し載荷により引張側から圧縮側へ

向かう時に，過去の最大点を指向するところである。 

4.2 剛強な基礎からの拘束のモデル化 

 筆者らは文献 8)において，4.1 節で示した拘束コンク

リートのモデルだけでは曲げとせん断を受ける柱の挙動

を追跡できないことを報告している。これは，柱のモー

メントが変化するため単純軸圧縮柱とは異なり圧壊領域

が局所的となり，そのために剛強な基礎からの拘束が無

視できないからである。小坂・谷川は寸法を変えたモル

タルの圧縮実験を行っているが 9)，図―6(b)はそのデータ

を用いて，寸法と圧縮強度の増大の関係を図示したもの

である。文献 8)では破壊領域長さと基礎からの拘束をシ

アスパン長さを用いて定式化しているが，本報告では，

異形断面の場合には単純にシアスパンの関数にはならな

いことを考慮し，2 章で求めたコンクリートの圧壊領域

の長さを直接適用することとし，最大応力度点に対する

拘束σb1は以下のように図―6のデータを定式化した。 
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ここで，hpは 2 章で設定したコンクリート圧壊領域の長

さ(140mm，170mm)で，tw は袖壁厚さ(75mm，100mm)で

ある。なお，負勾配に対する拘束σb2は文献 8)に従った。 

 

5. 解析例 

5.1 モデルの適用法 

2.章で述べたように，危険断面位置での高さ 100mm で

測定されたモーメントー曲率関係を対象として，平面保

持解析を行った。開口の存在は無視している。要素分割

であるが，軸方向筋は柱主筋，袖壁縦筋，袖壁端部筋の

3 種類に分類して，それぞれの位置に配置した。コンク

リートは基本的に 25mm 幅の要素に分割し，柱型の拘束

領域，袖壁部分の拘束領域およびこれらの拘束領域外の

無拘束領域の 3 種類に分類した。拘束面積は横補強筋の

芯で囲まれる面積としている。 

次に，軸方向筋に対する拘束の考え方であるが，柱主

筋(4-D13)に対しては，中子筋がないので 3.2 節の方法を

そのまま適用した。袖壁端部筋(1-D10)については，袖壁

横補強筋(D6)が閉鎖型になっておりそのほぼ隅角部に配

置されているので，D6 鉄筋 1 本がそのまま有効に拘束す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-200

-100

0

100

200

300

-150 -100 -50 0 50 100 150 200

m
o

m
en

t

(N
m

m
×

1
0

6
)

curvature(1/mm×10-6)

exp.
cal.

-200

-100

0

100

200

300

-150 -100 -50 0 50 100 150 200

m
o

m
en

t

(N
m

m
×

1
0

6
)

curvature(1/mm×10-6)

exp.
cal.

-200

-100

0

100

200

300

-150 -100 -50 0 50 100 150 200

m
o

m
en

t

(N
m

m
×

1
0

6
)

curvature(1/mm×10-6)

exp.
cal.

-200

-100

0

100

200

300

-150 -100 -50 0 50 100 150 200

m
o
m

en
t

(N
m

m
×

1
0

6
)

curvature(1/mm×10-6)

exp.
cal.

(b-1)座屈と基礎拘束無視               (b-2) 座屈と基礎拘束考慮 

(b)CSWO-F-100U3) 

図－7 モーメントー曲率関係の実験と解析結果の比較 

(a-1)座屈と基礎拘束無視              (a-2) 座屈と基礎拘束考慮 

(a)CSWO-F-U2) 

-59-



るとした。評価が難しいのが袖壁縦筋(10-D6)であるが，

全袖壁縦筋の平均的な値とした。すなわち，袖壁面外へ

の有効な拘束とはなっていないので，片側 5 本のうち 2

本がそれぞれ D6 鉄筋 1 本により拘束され，残りの 3 本

は無拘束として 3.2 節を適用した（有効係数 0.4）。なお，

破断ひずみは 0.3 とした。既に図―5(a)～(c)に試験体

CSWO-F-U の 3 種類の鉄筋の評価された応力度―ひずみ

関係を示したが，柱主筋は座屈区間 NB=3 で，袖壁の端

部筋と縦筋は座屈区間 NB=1 で挙動が決まっている。 

一方，コンクリートに対する拘束の考え方であるが，

柱型部分は 4.1 節をそのまま適用した。袖壁部分につい

ては面内方向に対して面外方向に対する拘束が小さいこ

とは明らかなので，面外方向の拘束効果を評価した。言

い換えれば，袖壁長さと同じ一辺 500mm 角の正方形な

柱に 2-D6@100 の帯筋だけがある状態を想定して 4.1 節

を適用している。ただし，そうすると断面の幅（Bc）に

対する横補強筋間隔（S）の比が小さくなり，拘束効果を

過剰に評価してしまうので，そこだけは幅とせいの小さ

い方を採用するとした（式(3)～(5)の説明用の式の min

（Dc，Bc）の部分）。 

図―6(c)に試験体 CSWO-F-U の基礎から拘束を受ける

とした 3 種類のコンクリート（柱コア，袖壁コア，拘束

されるかぶり）および基礎からの拘束も受けない無拘束

コンクリート（無拘束のかぶり）の応力度―ひずみ関係

を示しておく。 

5.2 解析結果 

図―7(a)(b)に両試験体のモーメントー曲率関係を解析

結果と比較して示す。なお，試験体 CSWO-F-100U は軸

変位計が外れたので，最後の繰り返し載荷は図示してい

ない。図―7(a-1)(b-1)は，軸方向筋の座屈と基礎からの拘

束を考慮しなかった場合であるが，袖壁圧縮側となる正

方向での耐力低下が早く，また袖壁引張側となる負方向

での履歴面積が大きくなり，実験結果を追跡できていな

いことがわかる。 

それに対して，図―7(a-2)(b-2)は，軸方向筋の座屈と基

礎からの拘束を考慮した場合であるが，細部では実験結

果との違いがあり定量的な評価ができているとはいえな

いものの，袖壁付き柱の挙動の特徴である袖壁圧壊によ

り変形能が決まる挙動と軸方向筋の座屈により袖壁引張

側で柱の単独の挙動に近づいていく様子は定性的には評

価できていることがわかる。 

定量的な評価ができていないところとしては，負方向

で各サイクルのピークの強度が合わないところであるが，

主筋の座屈後の応力度低下のより現実的なモデル化が必

要であろう。また，正方向で，コンクリートのモデルが

過去の最大点を指向するモデルのために，繰り返し載荷

の耐力劣化が不十分なところがある。コンクリートのモ

デルに繰り返し劣化の影響を取り入れる必要がある。 

 

6. まとめ 

(1)軸方向筋の座屈挙動と剛強な基礎からの拘束を考慮

して，曲げ降伏した 2体の袖壁付き柱の平面保持解析を

行った。その結果，袖壁付き柱の曲げ挙動を定性的に評

価することができた。 

(2)今後の課題としては，軸方向筋の座屈後の応力度低下

のより現実的なモデル化があげられる。 

(3)コンクリートのモデルに関しては，繰り返し劣化の影

響を考慮し，過去の最大点を指向しないモデルが必要で

あろう。 

(4)本報告では圧壊高さ hpを実験的に求めているため，hp

の評価法が必要である。さらに，部材の水平力―水平変

形に換算する必要があり，hpの他により現実的な曲率分

布の評価法が必要である。 
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